
【健全化判断比率の算定の目的】 
 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（以降、財政健全化法といいます）が平成１９年６月

に成立しました。 
 かつての財政再建制度では、一般会計等の「実質赤字」というフローの指標のみが用いられており、

申し出により再建を行う仕組みとなっていましたが、今回の財政健全化法の成立により、「健全段階」「早

期健全化段階」「再生段階」の３つの段階により団体の健全度を判断することとなりました。また、申

し出による再建ではなく、国県が積極的に指導・介入していく法律となっています。 
 健全化判断比率とは、主に４つの指標を用いて、財政健全度を判定するためのものです。 
 
【財政健全化判断のための指標】 
             
 
 
 
 ①実質赤字比率 

 ・普通会計の実質赤字の比率 

 

 

 ②連結実質赤字比率 

 ・全会計の実質赤字の比率 

 

 

 ③実質公債費比率 

 ・借金返済のための経費の 

  比重を表す比率 

 

 ④将来負担比率 

 ・借金残高のほか将来負担 

  すべき実質的負債の比率 

 

 
  
 
 ⑤資金不足比率（公営企業） 

 ・公営企業ごとの資金不足 

  の比率 
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（単位％）

参考

早期健全化基準

財政再生基準

・実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、ともに黒字のため「赤字比率なし」となりました。

・実質公債費比率については早期健全化基準未満のため、健全段階となりました。

　ただし、県平均（暫定値）の14.1％を上回っていること、今後上昇する要素があることから、新規地方

　債発行の抑制や繰上償還などを実施し、単年度の償還額を抑えていくことが課題となります。

・将来負担比率については早期健全化基準未満のため、健全段階となりました。

　ただし、実質公債費比率と同じく県平均（暫定値）の77.5％を上回っているため、今後、地方債の残高

　を減らすこと、積立金を増やしていくことが課題となります。

資金不足比率

・飯島町の公営企業会計において資金不足はありませんでした。

＊資金不足比率は、資金不足がない場合「－」で表示しています。

　健全化判断比率の状況　　

平成２０年３月３１日現在

実質赤字比率

―

連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

― 17.0 105.7

＊実質赤字比率・連結実質赤字比率は、黒字の場合「－」で表示しています。

平成１９年度

―平成１９年度

公共下水道事業特別会
計

農業集落排水事業特別
会計

― ―

水道事業特別会計
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単位：千円

630,003 156,556 59,802 41,506 127,170 323,177

127,170 323,177

平成１７年度 16.88
平成１８年度 17.36
平成１９年度 16.83

平均 17.0

6,234,031 204,047 3,762,002 448,865 895,484 268,165 11,688 63,086 1,526,631 522,433 7,088,563

127,170 323,177

実質公債費比率の構成要素

財政健全化比率算定資料
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債償還に充当
した一般財源

上下水道事業
の起債償還の
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―標準財政規模（税収入・地方交付税・臨時財政対策債）
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　負債

将来負担比率の構成要素

一般会計の起
債の残高

債務負担行為
に基づく支出
予定額

上下水道の起
債償還のうち一
般会計が負担
する見込みのも
の

伊南行政組合・
上伊那広域連合
の起債のうち一
般会計が負担す
る見込みのもの

退職手当
負担見込
み額

土地開発公
社への負担
見込み額

第三セク
ターへの負
担見込み額

起債のうち交
付税対象見
込み額

将来負担額 充当可能財源

―

― 基金

負債に充当
できる収入

伊南行政
組合への
赤字額負
担見込み
額

＝ 105.7

3,050,060

標準財政規模（税収入・地方交付税・臨時財政対策債）




